平成24年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　項：林業費　目：県産材流通対策費
	事業名: 産直住宅建設支援事業費補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　　　　　　　　　
　　　　　　　　林政部　県産材流通課　県産材需要拡大担当　電話番号：058-272-1111（内3013）
　　　E-mail：c11545@pref.gifu.lg.jp
	事業費　


　要求額：5,495千円（前年度予算額：7,000千円）
	事業内容


	１　事業の内容


産直住宅建設団体又はその構成員が建設した木造住宅の施主に対して、市町村長等が下記のものを贈呈する場合、その経費の一部を助成。（上限105千円うち県費1/3以内）  ○木質部材（大黒柱、床下調湿炭、間伐材畳、難燃材等）の贈呈
  ○住宅完成保証にかかる経費
　○構造材の人工乾燥にかかる経費

　○ぎふ性能表示材の認証にかかる経費
	２　所要経費


産直住宅建設支援事業費補助金　5,495
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅱ　ふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり
　　２　儲かる農業・林業・畜産業を実現し、持続可能な農山村をつくる
　　・県産材住宅の建築戸数を増加させ、県産材需要量を拡大する
	２　これまでの取組状況


木造住宅に対する希望を、実需に結びつけることにより、産直住宅の建築を通した県産材の需要拡大を図っている。
平成２２年度の産直工務店による木造住宅建設戸数は１，００６。
	３　これまでの取組に対する評価


　産直住宅団体は中小工務店で組織する団体であるため、市町村や県等の公的関与により団体の信用強化が図られ、産直住宅建築契約へと結びついている。平成２３年度から補助要件となる木材を「ぎふ証明材」から「ぎふ性能表示材」とし、更なる信用力の強化を図っている。今後も、経済情勢や法律の改正等の住宅・木材産業を取り巻く情勢に適応できるよう引き続き支援し、産直住宅建築による県産材の需要拡大を図っていく。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金
負担金
	使用料
手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	7,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	7,000

	要求額
	5,495
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	5,495

	決定額
	5,495
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	5,495


